
第10回宇宙開発委員会（定例会議）

　　　　議　事　次　第

1．日　時 平成7年4月26日（水）

14：00～16：00

2．場　所 委員会会議室

3．議　題 （1）前回議事要旨の確認について

（2）日米クロスウエバー協定について

4．資　料 委10－1

委10－2

第9回宇宙開発委員会（定例会議）議事要旨（案）

「平和的目的のための宇宙の探査及び利用における

協力のための損害賠償責任に係る相互放棄に関する

日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の協定」に

ついて



第9回宇宙開発委員会（定例会議）
　　　　　議事要旨（案）

1．日時 平成7年4月19日（水）

14：30～14：40

2．場所

3．議題

委員会会議室

（D前回議事要旨の確認について
（2）宇宙保険問題等懇談会について

4．資料 委9－1　第8回宇宙開発委員会（定例会議）議事要旨（案）
委9－2　宇宙保険問題等懇談会の設置について（案）
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6．議事
　　（1）前回議事要旨の確認について

坂　田　東
他

　第8回宇宙開発委員会（定例会議）議事要旨（資料委9－1）が確認さ
れた。

（2）宇宙保険問題等懇談会について
　　事務局より、資料委9－2に基づき説明が行われた後、原案どおり決定
　された。



委

「平和的目的のための宇宙の探査及び利用における協力のため

の損害賠償責任に係る相互放棄に関する日本国政府とアメリカ
合衆国政府との間の協定」について

　　　　　平成7年4月26日
宇宙損害賠償請求権問題対策室

　　1．経緯
　　　宇宙協力には多額の経費を必要とすること、協力が宇宙という特殊な環境下で
　　行われるζとを踏まえ、万一事故が発生した場合に当事者間での紛争を避けるた
　　め、予め、損害賠償請求権の相互放棄を約束しておくことが国際的にも行われて
　　いる。米国は、従来より、協力全体の促進にとり有益であるとして、事故が起き

　　た場合の損害賠償請求権の相互放棄を重視しており、86年のスペースシャトル
　　・チャレンジャー号事故以来、このような考え方を強めてきている。
　　　昨年10月に、米国より我が国に対し、損害賠償請求権の相互放棄に関する協●　　定を締結したい旨申し入れがあり、これを受けて、平成6年11月（ワシントン）、
　　12月（東京）及び平成7年3月（ワシントン）の3回の交渉を経て、協定につ
　　き両政府間で合意に至り、ワシントンにおいて4月25日朝（現地時間4月24
　　日夕）署名された。署名後、承認のために今国会に提出される予定。

　　2．協定の概要
　　　本協定は、平和目的のための日米間の宇宙協力を促進するとの観点から、宇宙
　　協力の実施に当たっての日米両政府、政府機関、宇宙開発事業団等の間の損害賠
　　償請求権の相互放棄の枠組みを規定するものであり、その概要は以下のとおり。
　　（1）附属書の共同活動について、日米両政府、政府機関及び活動の実施者（宇
　　　　宙開発事業団等）は、相手国の政府、政府機関及び活動の実施者並びにその
　　　　関係者に対して生じる損害賠償請求権を相互に放棄する。

　　（2）ただし、自然人による請求、故意によって引き起こされた損害についての
●　　　請求、知的所有権に係る請求等には、損害賠償請求権の相互放棄は適用され

　　　　ない。
　　（3）両政府は、定期的に協議し、双方の合意により附属書を改正し、この協定
　　　　が適用される共同活動を追加することができる。

（注）政府管掌保険等により補償を行ったことに伴い国が取得する請求権（代位
　請求権）については相互放棄の対象となっていないが、別途の行政取極によ
　り国が代位請求を行った場合に相手方に金銭的負担が可能な限り生じないよ
　うにする措置を、それぞれの国の法令及び予算の範囲内においてとることと

　なった。

3．意義
　我が国の宇宙開発政策の上で、宇宙先進国たる米国との協力は極めて重要であ
ることから、この協定の締結により、今後の日米宇宙協力が円滑に進められるこ

とが期待される。
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平
和
的
目
的
の
た
め
の
宇
宙
の
探
査
及
び
利
用
に
お
け
る
協
力
の
た
め
の
損
害
賠
償
責
任
に
係
る
相
互
放
棄
に
関
す
る

日
本
国
政
府
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
政
府
と
の
間
の
協
定

　
日
本
国
政
府
及
び
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
政
府
は
、

　
平
和
的
目
的
の
た
め
の
宇
宙
の
探
査
及
び
利
用
に
お
け
る
共
同
活
動
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
る
損
害
賠
償
責
任
に
係
る
相
互
放

棄
に
関
す
る
協
定
を
締
結
す
る
こ
と
を
希
望
し
、
　
　
　
　
　
、

　
次
の
ど
お
り
協
定
し
た
。

　
　
　
　
第
一
条

　
こ
の
協
定
は
、
平
和
的
目
的
の
た
め
の
宇
宙
の
探
査
及
び
利
用
に
お
け
る
共
同
活
動
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
ア
メ
リ
カ
合

衆
国
政
府
と
の
間
の
協
力
を
促
進
す
る
た
め
、
損
害
賠
償
責
任
に
係
る
相
互
放
棄
北
関
す
る
枠
組
み
を
確
立
す
る
こ
と
を
目
的

と
す
る
。
こ
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
、
こ
の
相
互
放
棄
は
、
広
く
解
釈
す
る
も
の
・
と
す
る
。

　
　
　
　
第
二
条

　
こ
の
協
定
は
、
附
属
書
に
掲
げ
る
共
同
活
動
で
あ
っ
て
、
こ
の
協
定
の
効
力
の
発
生
の
時
に
既
に
実
施
さ
れ
て
い
る
も
の
又

●



は
こ
の
協
定
の
有
効
期
間
中
に
開
始
さ
れ
る
も
の
に
つ
い
て
適
用
す
る
。
日
本
国
政
府
及
び
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
政
府
は
、
附
属

書
に
掲
げ
る
共
同
活
動
の
一
覧
表
の
見
直
し
を
行
う
た
め
に
定
期
的
に
協
議
す
る
も
の
と
し
、
ま
た
、
合
意
に
よ
り
当
該
附
属

書
を
修
正
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
協
定
は
、
千
九
百
八
十
八
年
九
月
二
十
九
日
に
ワ
シ
ン
ト
ン
で
作
成
さ
れ
た
常
時
有
人

の
民
生
用
宇
宙
基
地
の
詳
細
設
計
、
開
発
、
運
用
及
び
利
用
に
お
け
る
協
力
に
関
す
る
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
政
府
、
欧
州
宇
宙
機

関
の
加
盟
国
政
府
、
日
本
国
政
府
及
び
カ
ナ
ダ
政
府
の
間
の
協
定
（
以
下
「
宇
宙
基
地
協
力
協
定
」
と
い
う
。
）
又
は
宇
宙
基
地

協
力
協
定
の
後
に
効
力
を
生
ず
る
協
定
で
あ
っ
て
宇
宙
基
地
協
力
協
定
を
修
正
し
若
し
く
は
そ
れ
に
代
わ
る
も
の
に
従
っ
て
行

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
偽

わ
れ
る
活
動
に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な
い
。

　
　
　
　
第
三
条

1
　
こ
の
条
の
規
定
の
適
用
上
、

　
㈲
　
　
「
当
事
者
」
と
は
、
日
本
国
政
府
及
び
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
政
府
並
び
に
こ
れ
ら
の
機
関
を
い
い
、
そ
れ
ぞ
れ
の
国
の
宇

　
　
宙
開
発
計
画
を
実
施
す
る
た
め
に
日
本
国
又
は
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
の
法
令
に
よ
り
設
置
さ
れ
た
団
体
そ
の
他
附
属
書
に
お

　
　
い
て
特
定
の
共
同
活
動
に
関
し
て
指
定
さ
れ
る
者
を
含
む
。
　
　
　
　
　
　
「

　
㈲
　
　
「
関
係
者
」
と
は
、
当
事
者
と
の
関
係
に
お
い
て
次
の
ω
か
ら
③
ま
で
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
を
い
う
。

2



（c）（d）

’

ω
　
契
約
者
又
は
そ
の
下
請
契
約
者
（
あ
ら
ゆ
る
段
階
の
も
の
）

②
　
あ
ら
ゆ
る
段
階
の
利
用
者
又
は
顧
客

③
　
あ
ら
ゆ
る
段
階
の
利
用
者
若
し
く
は
顧
客
の
契
約
者
又
は
そ
の
下
請
契
約
者
（
あ
ら
ゆ
る
段
階
の
も
の
）

日
本
国
及
び
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
以
外
の
い
ず
れ
か
の
国
又
は
そ
の
政
府
機
関
若
し
く
は
団
体
が
、
当
事
者
と
の
関
係
に
お

い
て
①
か
ら
③
ま
で
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
で
あ
る
場
合
又
は
そ
の
他
の
形
態
に
よ
り
附
属
書
に
掲
げ
る
共
同
活
動

に
関
係
す
る
場
合
に
は
、
　
「
関
係
者
」
に
は
、
当
該
い
ず
れ
か
の
国
又
は
そ
の
政
府
機
関
若
し
く
は
団
体
を
含
め
る
。

「
契
約
者
」
及
び
「
下
請
契
約
者
」
に
は
、
あ
ら
ゆ
る
種
類
の
供
給
者
を
含
む
。

（4）　　（3）　　（2）　　（1）

「
損
害
」
と
は
、
次
の
も
の
を
い
う
。

人
の
傷
害
、
健
康
障
害
又
は
死
亡

財
産
の
損
傷
若
し
く
は
滅
失
又
は
そ
の
利
用
価
値
の
喪
失

収
入
又
は
収
益
の
喪
失

そ
の
他
の
直
接
的
、
間
接
的
又
は
二
次
的
な
損
害
　
　
　
　
　
　
　
　
．

「
打
上
げ
機
」
と
は
、
搭
載
物
若
し
く
は
人
を
運
ぶ
物
体
若
し
く
は
そ
の
一
部
で
あ
っ
て
、
打
上
げ
予
定
の
も
の
、
地

、

3
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球
か
ら
打
ち
上
げ
ら
れ
た
も
の
又
は
地
球
に
帰
還
し
つ
つ
あ
る
も
の
を
い
う
。

　
◎
　
　
「
搭
載
物
」
と
は
、
打
上
げ
機
に
搭
載
さ
れ
又
は
打
上
げ
機
で
使
用
さ
れ
る
す
べ
て
の
財
産
を
い
う
。

　
㈹
　
　
「
保
護
さ
れ
る
宇
宙
作
業
」
と
は
、
地
球
上
若
し
く
は
宇
宙
空
間
で
行
わ
れ
又
は
地
球
と
宇
宙
空
間
と
の
間
を
移
動
中

　
　
に
行
わ
れ
る
打
上
げ
機
及
び
搭
載
物
に
係
る
活
動
そ
の
他
附
属
書
に
掲
げ
る
共
同
活
動
の
下
で
行
わ
れ
る
す
べ
て
の
活
動

　
　
を
い
い
、
少
復
く
と
も
次
の
活
動
を
含
む
。

　
　
ω
　
打
上
げ
機
、
移
動
機
、
搭
載
物
、
機
器
又
は
こ
れ
ら
に
関
連
す
る
支
援
の
た
め
の
装
置
、
設
備
若
b
く
は
役
務
に
係

　
　
　
る
研
究
、
設
計
、
開
発
、
試
験
、
製
造
、
組
立
て
、
統
合
、
運
用
又
は
利
用

　
　
②
　
地
上
支
援
、
試
験
、
訓
練
、
模
擬
実
験
、
誘
導
・
制
御
装
置
又
は
こ
れ
ら
に
関
連
す
る
設
備
若
し
く
は
役
務
に
係
る

　
　
　
す
べ
て
の
活
動

　
　
「
保
護
さ
れ
る
宇
宙
作
業
」
に
は
、
宇
宙
か
ら
帰
還
し
た
後
に
地
上
で
行
わ
れ
る
活
動
で
あ
っ
て
、
関
係
共
同
活
動
以
外

　
　
の
活
動
に
お
け
る
使
用
を
目
的
と
し
て
搭
載
物
の
生
産
物
又
は
搭
載
物
に
係
る
作
業
方
法
を
更
に
開
発
す
る
た
め
に
行
わ

　
　
れ
る
も
の
を
含
め
な
い
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・

2
㈲
　
当
事
者
は
、
損
害
賠
償
責
任
に
係
る
相
互
放
棄
に
同
意
し
、
こ
れ
に
よ
っ
て
、
保
護
さ
れ
る
宇
宙
作
業
か
ら
生
ず
る
損

4



　
害
に
つ
い
て
の
請
求
で
あ
っ
て
、
次
の
ω
か
ら
③
ま
で
に
掲
げ
る
者
に
対
す
る
も
の
を
す
べ
て
放
棄
す
る
。
こ
の
相
互
放

　
棄
は
、
損
害
を
引
き
起
こ
し
た
者
又
は
財
産
が
保
護
さ
れ
る
宇
宙
作
業
に
関
係
し
て
お
り
、
か
つ
、
損
害
を
受
け
た
者
又

　
は
財
産
が
保
護
さ
れ
る
宇
宙
作
業
に
関
係
し
て
い
た
た
め
に
当
該
損
害
を
受
け
た
場
合
に
限
り
適
用
す
る
。
こ
の
相
互
放

　
棄
は
、
次
の
ω
か
ら
㈲
ま
で
に
掲
げ
る
者
に
対
す
る
損
害
賠
償
請
求
に
つ
い
て
適
用
し
、
当
該
損
害
賠
償
請
求
の
法
的
基

　
礎
が
不
法
行
為
（
あ
ら
ゆ
る
程
度
及
び
種
類
の
過
失
に
よ
る
も
の
を
含
む
。
）
、
契
約
そ
の
他
い
か
な
る
も
の
で
あ
る
か
を

　
問
わ
な
い
。

　
ω
　
他
方
の
当
事
者
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・

　
②
　
他
方
の
当
事
者
の
関
係
者

　
③
　
ω
又
は
②
に
掲
げ
る
者
の
被
雇
用
者

㈲
　
更
に
、
当
事
者
は
、
自
己
の
関
係
者
に
対
し
、
契
約
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
㈲
の
ω
か
ら
③
ま
で
に
掲
げ
る
者
に
対
す

　
る
す
べ
て
の
請
求
の
放
棄
に
同
意
す
る
よ
う
要
求
す
る
こ
と
に
よ
り
、
㈲
に
規
定
す
る
損
害
賠
償
責
任
に
係
る
相
互
放
棄

　
を
自
己
の
関
係
者
に
及
ぼ
す
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
一

回
　
こ
の
相
互
放
棄
は
、
損
害
を
引
き
起
こ
し
た
者
又
は
財
産
が
保
護
さ
れ
る
宇
宙
作
業
に
関
係
し
て
お
り
、
か
つ
、
損
害

5



　
を
受
け
た
者
又
は
財
産
が
保
護
さ
れ
る
宇
宙
作
業
に
関
係
し
て
い
た
た
め
に
当
該
損
害
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、
千
九

　
百
七
十
二
年
三
月
二
十
九
日
に
ワ
シ
ン
ト
ン
、
ロ
ン
ド
ン
及
び
モ
ス
ク
ワ
で
作
成
さ
れ
た
宇
宙
物
体
に
よ
り
引
き
起
こ
さ

　
れ
る
損
害
に
つ
い
て
の
国
際
的
責
任
に
関
す
る
条
約
か
ら
生
ず
る
責
任
に
つ
い
て
も
、
適
用
す
る
。

＠
　
こ
の
相
互
放
棄
は
、
こ
の
条
の
他
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
に
掲
げ
る
請
求
に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な
い
。

　
ω
　
当
事
者
と
そ
の
関
係
者
と
の
間
又
は
一
の
当
事
者
の
関
係
者
の
間
の
請
求

　
②
　
自
然
人
の
傷
害
、
健
康
障
害
又
は
死
亡
に
つ
い
て
当
該
自
然
人
又
は
そ
の
遣
産
管
理
人
、
遺
族
若
し
く
は
代
位
権
者

　
　
に
よ
っ
て
行
わ
れ
る
請
求
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・

　
③
　
悪
意
に
よ
っ
て
引
き
起
こ
さ
れ
た
損
害
に
つ
い
て
の
請
求

　
㈲
　
知
的
所
有
権
に
係
る
請
求

　
⑤
　
当
事
者
又
は
関
係
者
が
損
害
賠
償
責
任
に
係
る
請
求
の
相
互
放
棄
を
㈲
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
直
接
又
は
間
接
に

　
　
自
己
の
関
係
者
に
及
ぼ
す
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
生
ず
る
損
害
に
つ
い
て
の
請
求

　
⑥
　
当
事
者
間
の
契
約
の
明
示
の
規
定
に
基
づ
く
請
求
　
　
　
　
　
　
　
．
　
・

㈲
　
こ
の
条
の
い
か
な
る
規
定
も
、
請
求
又
は
訴
え
の
基
礎
を
創
設
す
る
も
の
と
解
し
て
は
な
ら
な
い
。

6
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第
四
条

　
前
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
条
に
規
定
す
る
相
互
放
棄
は
、
附
属
書
に
掲
げ
る
共
同
活
動
の
特
性
を
考
慮
し
て
両
政
府

間
の
合
意
に
よ
り
制
・
限
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
　
　
　
第
五
条

1
　
こ
の
協
定
は
、
日
本
国
政
府
及
び
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
政
府
が
、
こ
の
協
定
の
効
力
発
生
の
た
め
に
必
要
な
そ
れ
ぞ
れ
の
国

　
内
法
上
の
手
続
を
完
了
し
た
旨
を
相
互
に
通
告
す
る
公
文
を
交
換
し
た
日
に
効
力
を
生
ず
る
。
こ
の
協
定
は
、
五
年
間
効
力

　
を
有
す
る
も
の
と
し
、
そ
の
後
は
、
一
方
の
政
府
が
六
箇
月
前
に
他
方
の
政
府
に
対
し
て
文
書
に
よ
る
通
告
を
行
う
こ
と
に

　
よ
り
終
了
さ
せ
な
い
限
り
、
引
き
続
き
効
力
を
有
す
る
。

2
　
こ
の
協
定
の
終
了
は
、
附
属
書
に
掲
げ
る
共
同
活
動
が
こ
の
協
定
の
終
了
の
時
ま
で
に
完
了
し
て
い
る
か
し
て
い
な
い
か

　
を
問
わ
ず
、
当
該
共
同
活
動
か
ら
生
ず
る
請
求
に
つ
い
て
の
こ
の
協
定
の
適
用
に
影
響
を
及
ぼ
す
も
の
で
は
な
い
。

以
上
の
証
拠
と
し
て
、
下
名
は
、
正
当
に
委
任
を
受
け
て
こ
の
協
定
に
署
名
し
た
。

’
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千
九
百
九
十
五
年
　
月
　
　
日
に

で
、
ひ
と
し
く
正
文
で
あ
る
日
本
語
及
び
英
語
に
よ
り
本
書
二
通
を
作
成
し
た
。

日
本
国
政
府
の
た
め
に

ア
メ
リ
カ
合
衆
国
政
府
の
た
め
に

“

’

8
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附
属
書

’

第
三
条
1
㈲
に
い
う
…
機
関
、

団
体
又
は
そ
の
他
の
白

雪
二
条
の
規
定
に
従
い
協
定
が
適
用
さ
れ
る
共
同
活
動

日
　
　
　
本

米
　
　
　
国

1
　
地
球
観
灘
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
技
術
衛
星
（
A
D
E
O
S
）
計
画
宇
宙
開
発
事
業
団

航
空
宇
宙
局

2
　
宇
宙
飛
行
士
訓
練
計
画

宇
宙
開
発
事
業
団

航
空
宇
宙
局

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
伽
3
　
マ
ニ
ピ
ュ
レ
ー
タ
ー
飛
行
実
証
試
験
計
画

宇
宙
開
発
事
業
団
．

航
空
宇
宙
局

4
　
熱
帯
降
雨
観
測
衛
星
（
T
R
M
M
）
計
画

宇
宙
開
発
事
業
団

航
空
宇
宙
局

5
　
環
境
観
測
技
術
衛
星
（
A
D
E
O
S
－
H
）
計
画

宇
宙
開
発
事
業
団

航
空
宇
宙
局
海
洋
大
気
局

6
　
資
源
探
査
用
将
来
型
セ
ン
サ
ー
（
A
S
T
E
R
）
計
画

通
商
産
．
業
省

航
空
宇
宙
局

7
　
超
長
基
線
電
波
干
渉
計
宇
宙
天
文
台
計
画
（
V
S
O
P
）

宇
宙
科
学
研
究
所

航
空
宇
宙
局

●

●
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（
代
位
請
求
に
関
す
る
交
換
公
文
）

（
日
本
側
書
簡
）

（
訳
文
）

　
書
簡
を
も
っ
て
啓
上
い
た
し
ま
す
。
国
使
は
、
本
日
署
名
さ
れ
た
平
和
的
目
的
の
た
め
の
宇
宙
の
探
査
及
び
利
用
に
お
け
る

協
力
の
た
め
の
損
害
賠
償
責
任
に
係
る
相
互
放
棄
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
政
府
と
の
間
の
協
定
（
以
下

　
「
協
定
」
と
い
う
。
）
を
締
結
す
る
た
め
の
交
渉
に
言
及
す
る
と
と
も
に
、
日
本
国
政
府
に
代
わ
っ
て
以
下
を
提
案
す
る
光
栄
を

有
し
ま
す
。

　
協
定
第
三
条
に
関
し
、
　
　
　
　
　
　
　
　
・
・

1
　
平
和
的
目
的
㊨
た
め
の
宇
宙
の
探
査
及
び
利
用
に
関
す
る
共
同
活
動
を
促
進
す
る
た
め
に
損
害
賠
償
責
任
に
係
る
よ
り
広

　
範
な
相
互
放
棄
に
よ
っ
て
得
る
こ
と
が
で
き
る
相
互
の
利
益
を
考
慮
し
、
両
政
府
は
、
い
ず
れ
か
一
方
の
政
府
が
同
条
2
＠

　
②
の
規
定
に
よ
り
代
位
権
者
と
し
て
同
条
2
㈲
ω
か
ら
③
ま
で
に
掲
げ
る
者
に
対
し
、
保
護
さ
れ
る
宇
宙
作
業
か
ら
生
ず
る

．
損
害
に
つ
い
て
請
求
を
行
う
場
合
に
は
、
当
該
請
求
を
行
う
政
府
は
、
当
該
者
の
関
連
す
る
金
銭
上
の
負
担
が
可
能
な
限
り

10
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生
じ
な
い
よ
う
適
当
か
つ
必
要
な
措
置
を
と
る
こ
と
に
合
意
す
る
。

2
●
両
政
府
は
、
ま
た
、
1
の
措
置
が
そ
れ
ぞ
れ
の
国
の
関
係
法
令
及
び
予
算
上
の
資
金
の
利
用
可
能
性
に
従
っ
て
と
ら
れ
る

　
こ
と
に
合
意
す
る
。

　
本
島
は
、
前
記
の
こ
と
が
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
政
府
に
と
っ
て
受
諾
し
得
る
も
の
で
あ
る
と
き
は
、
こ
の
書
簡
及
び
貴
官
の
返

簡
が
両
政
府
間
の
合
意
を
構
成
し
、
そ
の
合
意
が
協
定
の
効
力
発
生
の
日
に
効
力
を
生
ず
る
も
の
と
す
る
こ
と
を
提
案
す
る
光

栄
を
有
し
ま
す
。

　
本
使
は
、
以
上
を
申
し
進
め
る
に
際
し
、
こ
こ
に
貴
官
に
向
か
っ
て
敬
意
を
表
し
ま
す
。

、

し

’
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（
米
国
側
書
簡
）

（
訳
文
）

　
書
簡
を
も
っ
て
啓
上
い
た
し
ま
す
。
本
官
は
、
体
当
付
け
の
閣
下
の
次
の
書
簡
を
受
領
し
た
こ
と
を
確
認
す
る
光
栄
を
有
し

ま
す
。

（
日
本
側
書
簡
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
伽

　
本
官
は
、
更
に
、
前
記
の
こ
と
が
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
政
府
に
と
っ
て
受
諾
し
得
る
も
の
で
あ
る
こ
と
を
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
政

府
に
代
わ
っ
て
確
認
す
る
と
と
も
に
、
閣
下
の
書
簡
及
び
こ
の
返
簡
が
両
政
府
間
の
合
意
を
構
成
し
、
そ
の
合
意
が
平
和
的
目

的
の
た
め
の
宇
宙
の
探
査
及
び
利
用
に
お
け
る
協
力
の
た
め
の
損
害
賠
償
責
任
に
係
る
相
互
放
棄
に
関
す
る
ア
メ
リ
カ
合
衆
国

政
府
と
日
本
国
政
府
と
の
間
の
協
定
の
効
力
発
生
の
日
に
効
力
を
生
ず
る
も
の
と
す
る
こ
と
に
同
意
す
る
光
栄
を
有
し
ま

す
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・

　
本
官
は
、
以
上
を
申
し
進
め
る
に
際
し
、
こ
こ
に
閣
下
に
向
か
っ
て
敬
意
を
表
し
ま
す
。

12
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              AGREEI![EN[Il BE[[!WEEN
         THE GOVERN]Y[ENT OF JAIPAN AND
MHE GOVERNMEN![! OF THE UN:TED STATES OF AIY[ER:CA
   coNcERNzNG cRoss-wAzvER oF z,rAB:z,zmy FoR
        COOPERA!]?ZON :N THE EXPLORA!I!ZON
            AND USE OF SPACE FOR
              PEACEFUL PURPOSES

1

     The Government of Japan and the Goverment of the
United States of America,

     Desiring to conclude an Agreement for a cross-waiver
of liability appiicable to joint activities in the
exploration and.use of space for peaceful purposesr.

     Have agreed as foilows:

ARTZCLE 1

     The purpose of this Agreement is to establish a
framework for crosse-waiver or liability in the interest of
encouraging cooperation between the Government of Japan
and the Government of the United States of America in
joint activities for the exploration and use of space for
peaceful purposes. This cross-waiver ofi liability shail
be broadly construed to achieve this objective.

AR!]?ZCLE 2

     This Agreement shaZl apply to joint activities listed
in the Annexr ongoing at the time of entry into force of
this Agreement or begun while this Agreement is in force.
The Government of Japan and the Government of the United
States of America shail consult on'a regular basis to
review the list of joint activities contained in the Annex
and may revise the Annex by mutual agreement. This
Agreement shall not apply to activities undertaken pursuant
to the Agreement among the Government of the United States
of America, Governments of Member States of the European
Space Agencyr the Government of Japanr and the Government
of Canada on Cooperation in the Detailed Design,

1

!
:

!

l
I
/



N

.

2

Developmentr Operation, and Utilization of the Permanentiy
Manned Civil Space Stationr done at Washington, on
September 29, 1988 (hereinafter referred to as the ":GA")r
or any subsequent agreernent that modifi'es or supersedes
the rGA.

  '                        ARII!:CLE 3

1. For the purposes of this Article:

(a) A "party" includes the Government of Japanr the
     Government of the United States of Americar and
     their agencies. :t aiso includes those
     institutions established under the laws and
     regulations ofi Japan or of the United States of
     America for the implementation of the space
     development prograrns of the respective countries
     and other entities which may be designated in
     the Annexr with respect to each specific joint
     activity for which they are designated.

(b) The term "related entity" means:

     (1) a contractor.or subcontractor.oi a Party at
          any tier;

     (2) a user or customer of a Party at any tier;
          or

     (3) a contractor or subcontractor of a user or
         customer of a Party at any tier.

    The term "related entity" may also include
    another State or an agency or institution of
    another State, where such State, agency or
    institution is an entity as described in (1)
    through (3) above or is otherwise involved in
    a joint activity listed in the Annex.
                                                '
    The terms "contractors" and "subcontractors"
    include suppiiers of any kind.

(c) The term "damage" means:

     (1) bodily injury to, or other impair;nent of
         health ofr or death ofr any person;



:
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'

3

     (2) damage to, loss of, or loss of use of any
         property;,

     (3) loss of revenue or profits; or

     (4) other directr indirect, or consequential
         damage.

(d) The term "iaunch vehicie" means an object or any
    part thereof intended for iaunchr launched from
    Earthr or returning to Earth which carries
    payloads or personst or both.

(e) The term "payload" means all property to be
    flown or used on or in a launch vehicle.

(f) The term ".Protected Space Operations" means ali
    activities pursuant to the joint activities
    iisted.in the Annexr including launch' vehicle
    activities and payload activities on Earthr in
    outer space, or in transit between Earth and
    outer space. Zt includes, but is not limited
    to:
     (1) research, des"z'gnr developmentr testr
         manufacturer assemblyr integrationr
         operationr or use of launch or transfer
         vehiclesr payloadsr or instruments, as well
         as related support equipment and facilities
         and services;

 -- (2) all activities related to ground supportr
         testr trainingr simuiationr or guidance and
         control equipment and related facilities or
              .         servzces.

    The term "Protected Space Operations" exciudes
    activities on earth which are conducted on
    return from space to develop further a payloadrs
    product or process for use other than for the
     joint activity in question.

(a) Each Party agrees to a cross-waiver of liability
    pursuant to which each Party waives all claims
     against any of the entities or persons listed in
     sub-paragraphs (1) through (3) below based on

1

:
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(b)

(c)

(d)

4

damage arising out of Protected Space
 Operations. This cross-waiver shall apply only
 if the person, entity, or prpperty causing the
damage is involved in Protected Space Operations
     the personr entityr or property damaged isand
damaged by virtue of its invoivement in
Protected Space Operations. The cross-waiver
shall apply to any clairns for damage, whatever
the legal basis for such claims, including but
    limited tonot               delict and tort (including
negligence of every degree and kind) and
          against:contractr

 (1) the other Party; ..
 (2) a reiated entity of the other Party;

(3) the empioyees of any of the entities
     ggg¥g#ied in sub-paragraphs (1) and (2)

rn addition, each Party shail extend the
cross-waiver of liabiiity as set forth in
sub-paragraph 2 (a.) above to its own related
entities by requiring them, by contract or
otherwiser to agree to waive all claims against
the entities or persons identified in sub-
paragraphs 2 (a) (1) through 2 (a) (3) above.

This cross-waiver of liability shall be
applicable to liability arising irom the
Convention on :nternational Liability for Damage
Caused       by Space Objects, done at the cities of
Washingtonr London and Moscowr on March 29r
1972f where the personr entityr or property
caus-ng the damage is involved in Protected
Space Operations and the personr entityr or
         damaged is damaged by virtue of itsproperty
involvement in Protected Space Operations. '

Notwithstanding the other provisions of this
Articler this cross-waiver of liability shail
    be       applicable to:not

(1) claims between a Party and its own related
     entity or between its own related entities;
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(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(e) Nothing
    qreate
    wou1d

     Notwithstandzng
Agreementr this
agreement between
account the particular
activi-ties listed

claims made by a natural personr his/her
estate, survivors, or subrogees for bodily
injuryr other impairment of health or death
of such natural person;

claims for damage caused by wiliful
misconduct;

intellectuai property claims;

claims for darnage resulting from a failure
of the Parties to extend the cross-waiver of
liability as set forth in sub-paragraph 2 (b)
or from a failure of the Parties to ensure
that their related entities extend the
cross-waiver of liabilitY as set forth in,
sub-paragraph 2 (b); or

contract claims between the Parties based
on the express contractual provisions.

   in this Article shail be construed to
  the basis for a ciaim or suit where none
 otherwise exist.
            .
         AR![!:CZ,E 4

  ' the provisions of Article 3 of this
 cross-waiver may be limited by mutual
   the two Govermentsr to take into
        characteristics of the joint
   in the Annex. '

1

AR!I?:CLE 5

1. This Agreement shall enter into force on the date on
which the Government of Japan and the Government of the
United States of America exchange notes informing each
other that their respective legal procedures necessary for
entry into force of this Agreement have been completed and
shall remain in force for a period of five years. :t
shall remain in force thereafter uniess terrninated by
either Government upon giving six months' written notice
to the other Government.

2.
its
 The termination of
application to any

 this Agreement shall not affect
claims arising out of joint

l
l

i

!

i

1
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activities listed in the Annex at
of this Agreement, whether or not
executed before the termination.

the
such
time of termination
 activities are

     :N WZMNESS WHEREOF the undersignedr
authorizedr have signed this Agreement.

     DONE at ,this day1995r in duplicater in the Japanese and
both texts being equally authentic.

being

 of
Engiish

duly

      rlanguageSr

FOR
OF
 THE GOVERNIY[ENT
JAPAN:

FOR THE
UN:TED

GOVERNIY[ENT OF THE
STA![!ES OF AIY[ERZCA:

-

'
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Annex
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 Joint activities to
 which the Agreement
applies in accordance
   with Article 2

1. Advanced
   Satellite

Earth Observing
 (ADEOS) Program

2. Astronaut Training Program

3. IY[anipulator Flight
   Demonstration Program

4. Tropical Rainfall Measuring
   IY[ission (TRMbC)

5. Advanced
   Satellite
   Program

Earth Observing
 - :z (ADEos - zz)

6. The Advanced Spaceborne
   Thermal Etussion and
   Reflection Radiometer
   (ASTER)･ Program

7. Very Long Baseline
   :nterferometer Space
   Observatory Program (VSOP)

AgencylZnstitution/Entity
     referred to in
Article 3 paragraph 1. (a)

National Space
Development Agency
(NASDA)

-

NASDA

NASDA

NASDA

NASDA

Mnistry of
:nternational
and :ndustry

Trade

:nstitute of･Space
and Aeronautical
Science

National Aero-
nautics and Space
Administration
(NASA)

NASA

IS[ASA

NASA

NASA
National Oceanic
and Atmospheric
Administration

NASA

NASA

t

I
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                     (Japanese Note)

Sir,

 t
     Z have the honor to refer to the negotiations for
the conclusion of the Agreement between the Government of
Japan and the Government of the United States of America
concerning Cross-Waiver of Liability for Cooperation in
the Exploration and Use of Space for Peaceful Purposesr
which was signed today (hereinafter referred to as "the
Agreement")r and to propose, on behaZf of the Govermment
of Japan, the following:

     With reference to Article 3 of the Agreement:

1. :n considetation of the mutual interest that may
be derived from a broader cross-waiver of liability for
encouraging joint activities for expioration and use of
space for peaceful purposesr the two Governments agree
that if either of the two Governments, pursuant to sub-
paragraph 2 (d) (2), makes claims as a subrogee against
the entities or persons identified in sub-paragraphs 2
(a) (1) through 2 (a) (3) based on damage arising out of
Protected Space Operations, the ciaiming Government will
take such measures as appropriate and necessary to
minimize to the fullest extent possible the relevant
financial burden of the said entities or persons.

2. The two Governments also agree that the measures
mentidried in paragraph 1 above will be taken in .accordance
with the applicable laws and regulations of each country
and will be subject to the availabiiity of appropriated
funds.

     : have further the honor'to propose thatr if the,
foregoing is acceptable to the Government of the United
States of Americar this Note and your Note in repiy shall
constitute an agreement between the two Governmentsr which
will enter into force on the date of entry into force of
the Agreement.

     Acceptr Sirr the assurance of my high consideration.

:

1
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:

(U.S. Note)

Excellencyr

  t
     : have the honor to acknowiedge the receipt
Excellency's Note of today's date, which reads as

of Your
 follows:

"(Japanese Note)"

     : have further the honor to confirm on'behalf of
the Government of the United States of America that the
foregoing is acceptable to the Government of the United
States of America and agree that Your Excellency's Note
and this Note in reply shali constitute an agreement
between the two Governments, which will enter into force
on the date of entry into force of the Agreement between
the Government of the United States of Arnerica and the
Government of Japan concerning Cross-Waiver of Liability
Eor Cooperation in the Exploration and Use of Space for
Peaceful Purposes. "
     Acceptr Excellencyr the assurance of my highest
consideration.

'

1



日本側書簡

外務省国際科学協力室　水上室長発

国務省先端科学保健部　マロイ部長宛

マロイ殿

日米宇宙損害協定についての最近の交渉において行われたSFU計画に係る損

●害賠償請求権の相互放棄に関する議論‘こ言及します・

●
　　SFU計画に関する主要な論点は、両政府間の交換公文とそれに沿った実施機

　関間の取決めにより解決されています。

　　しかし、上記交渉において、米側は、一方の政府が、代位権者として、他方の

　政府及びその関係者に対してSFU計画から生じる請求を行う場合には、請求を

　行う政府は、他方の政府及びその関係者の金銭上の負担が可能な限り生じないよ

　う適当かつ必要な措置を、関係法令及び予算の範囲内でとることを要求しました。

　　これに関し、ISAS（宇宙科学研究所）はNASAと問題解決のための協議
●を開始する臆があることを伝えます．更に、文部省の見解は、文部省が躰政

●
　府の代位請求を放棄するための追加的措置をとる立場にはないというものである

　ことをお伝えします。

　この機会をとらえて、協定交渉の過程において、貴兄及び同僚諸氏によって示

された協力的態度に感謝するとともに、宇宙分野を含む日米科学技術協力が更に

発展することを希望します。

水上



.

.

'

'

Dear Mr. Malloy:

    Z would like to refer to the recent discussions on the
cros.s-weiveF oE liabUity Eor the ,Space FZye: Unit (SFu)
pro)ectt whzch took pLace during the recent negQtiatiQns'on
                      Goverrtment oE Japan and the Gov'e'rntnentAgreernent          Betsneen                  the
ig.e.,ge.g;,¥･g.s;･fits,s.cg2ge,sn.:'eg･.firgfi3-.w.a3vg,r gs,ega?slisg.Egl.,

.t he

 oE

    The principal issues related to the SFU project were
g.edttl･ Sgi8:.fie;･ .gXgeCgft8.fiE.egtgfi.eg.t:gg". Eg:.8w.2 gflgs･ :nrnents

executing agencies. However. during the recent negotiations
t,he･U.Se side reguested thatr.iE either gove:ntuent tuakes clai'ms
as a subrogee.against the other･ Government or itg related
entities arising out ofi the SFU pro' )'ect, that Governraent should
take sueh raeasurest in accordance with- its appZicable laws and
E.efix: a. t:gn:,seg,iy･ R2gcX.Xo.g.hg.g". 2i'Ze.bik;･ zz･ .o.･ S.aegr211gi2Sfg..,

       PQssibZeextent                the reZevant tinancial bu:den to the other
Governrnent and its'related entities.

1

    I am pleased to inEorra you that, with regard to this
ruatte:t ZSAS is prepaxed to consult with NASA to seek
solutions. Z also convey Monbusho's view that MonbuSho is not
in.a.positign to initiate additional procedures neces6ary Eor
wazving claims to be subrogated by.the Goverrment eE Japan.

    Z would like to take this opportunity to express my
g$eisc.esgg oe- .Efis,ge; .g2･ RgeE,agig;.g.t SXy- g.e.og,lgg.gRe, y:gr..ii

as to express rny wish to Eurther expand Japan-U.S. science and
technology           cboperation, including space cooperation.

                                  Sincerely, ' -

1

i

Mizukami



国務省先端科学保健部

外務省国際科学’協力室

　　　　　米側書簡

マロイ部長発

水上室長宛

水上殿

　SFU計画に関する損害賠償請求権の相互放棄に関する4月24日付けの書状

を頂きありがとうございます。

　　　　ご要約のとおり、SFU計画に関する主要な論点は両政府間の交換公文とそれ
●に沿った両実施機関間の取決めにおいて解決されています．さらに最近の交渉で

●は、米側は、＿方の政府が、代位権者として、他方の政府及びその関係者に対し

　　　てSFU計画から生じる請求を行う場合には、請求を行う政府は、他方の政府及

　　　びその関係機関の金銭上の負担が可能な限り生じないよう適切かつ必要な措置を

　　　関係法令及び予算の範囲内でとることを要求しました。これらの措置については

　　　SFU計画の実施機関間で合意されることとなりました。

　　　　NASAとlSASは貴兄の書簡に示された方針に沿い、協議を開始する用意

　　　があると理解しました。実施機関が代位請求権に関する残された問題の解決を早

　　　急に図ることは重要なことです。SFU回収ミッションの宇宙飛行士チームの最

　　　終選定及び同ミッションのためのスペースシャトルの打ち上げが重大な影響を受
●
　　　けないことを確実なものとするために、本件は早急に解決されなければなりませ
●
　　　ん。

　　　　この点に関して、日本政府による代位請求を放棄するための追加的措置をとる

　　　ことについて文部省が難色を示していることに対して、我々は特に懸念を有して

　　　おります。

　日米宇宙損害協定の交渉において、貴兄及びその同僚諸氏により示された協力

について感謝するとともに、宇宙分野を含めた日米間の科学技術協力が更に発展

することを希望します。

マロイ



                                   United Statcs Departuient of State

                                   Bureau of Ooeans atzLl Inzern` uto,ml

                                   Environn;e?!tzZand Sctentijie tY72zitps

                                   vVtzshingtora D.C. 20S2O

              .
                                  April 24t l995

SlciEli"e,;r:'!},'gl,ll:/i'dl'ira:･l:･i},?c,:ence

Tol-ro, aapan

                 .D.e,:r.Elll:,g' Si),Z2"utlMol,]ggxi,tE;t;g'. :,fi.":ie,x.2fif:ga6SiEg(gllld')
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